
資料１

＜論点② 地域の実情等を踏まえた府立高校の在り方、特色化・魅力化について＞

協議④ 高等教育機関との高度な連携による展開・

グローバル人材の育成

１ グローバルに活躍する人材の育成に関する主な政策文書等

(1) 第３期教育振興基本計画（平成30年６月閣議決定） 抜粋

２ 社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を育成する

目標(7) グローバルに活躍する人材の育成

伝統と文化を尊重し、それらを育んできた我が国と郷土を愛するとともに、他
国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度や、豊かな語学力・コミュニ
ケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を身に付けて、様々な分
野でグローバルに活躍できる人材を育成する。
（測定指標）

・日本人高校生の海外留学生数を６万人にする

○ 国際化に向けた先進的な取組を行う高等学校・高等専門学校・大学等への支援
・国内外において、グローバルな視点を持って活躍することを目的として、語学
力とともに、幅広い教養や問題解決力等の国際的素養の養成などのグローバル
化に対応した先進的な取組みを行う高等学校を支援する。

○ 日本人生徒・学生の海外留学支援

(2) 第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和２年12月閣議決定） 抜粋

(2)ʷ①ʷⅡ
(b) 地域に根ざしながらグローバルに活躍する人材育成の拡充に向けた取組を以下
の施策等を通じて推進する
・国際的に通用する大学入学資格が取得可能な教育プログラムである国際バカ
ロレアの普及・拡大
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(3) 国際バカロレア（ＩＢ）の導入効果 抜粋

出典：中央教育審議会教育課程部会（第123回）資料６より抜粋

２ 高校生の留学率と留学者数

文部科学省が令和元年８月に公表した「平成29年度高等学校等における国際交流等
の状況」によると、高校生の留学率は、京都府が全国１位。

出典：文部科学省官民協働海外留学創出プロジェクトチーム

「トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ」(令和元年10月）から作成

留学率全国１位（平成29年度） 短期留学：1,771人 ⾧期留学：302人 計 2,073人
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＜参 考＞
(1) 京都府の外国人延べ宿泊者数の推移

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より作成

(2) 都道府県別外国人延べ宿泊者数（平31.1～令元.12）

出典：観光庁「令和元年 宿泊旅行統計調査」(令和２年６月30日）

京都府

対前年比＋９１．９％

伸び率全国１位

単位：人
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資料４

＜論点③ 時代の変化や生徒のニーズに応じた定時制・通信制の在り方について＞

協議⑤ 個に応じた学びのための柔軟な教育システム

１ 通信制高等学校・高等学校通信制課程の現状

(1) 制度概要 （通信教育の方法）
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(2) 高等学校生徒数の推移

① 全国の状況

② 府立高校通信制課程の状況

府立高校の通信制課程の生徒数も徐々に減少しているが、直近５年間は700人前後
で推移している。

単位：人

出典：京都府教育委員会（各年度５月１日現在）

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R2-H23 R2/H23

1,122 1,072 952 811 758 705 681 671 723 681 ▲ 441 60.7%府立高校通信制
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(3) 通信制課程における年齢別生徒数の推移

①全国の状況（公私別）

出典：文部科学省「令和の日本型教育」の実現に向けた通信制高等学校の在り方に関する調査研究協力者会議資料

②府立高校の状況（令和３年５月１日在籍生徒）

出典：令和３年度学校要覧により作成（朱雀高校及び西舞鶴高校）
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２ 通信制高校に関する関係答申

(1) 教育再生実行会議第十二次提言（令和３年６月３日） 抜粋

④学びの多様化等

○ 国は、学習の遅れのみられる児童生徒にはより重点的な指導を行ったり、
学習進度の速い児童生徒には主体的に発展的な学習に取り組む機会を提供し
たりするなど、オンラインを活用した授業の好事例を示す。また、必要に応
じて、学年・学校段階を超えた学びが許容されることを周知する。高等学校
においては全日制・定時制・通信制の課程を超えた学びも促進するとともに、

それらの在り方についても検討する。

初等中等教育段階においては、学校の「集う機能」に特に存在意義があり、
対面での学びが基本です。一方、社会の急激な変化や技術の進展、国際的な
潮流等を踏まえれば、対面指導と遠隔・オンライン教育の在り方を今後更に
掘り下げて議論することも必要であると考えます。
（略）
例えば、遠隔・オンライン教育の内容や方法の開発状況を考慮するとともに、
対面指導の重要性や通信教育の質保証の観点等を踏まえ、高等学校の全日制
・定時制・通信制の区分や早期卒業に関する制度の在り方、大学におけるオ
ンライン授業の単位数上限などの在り方についても検討すべきです。

(2) 規制改革推進に関する答申（令和３年６月３日 規制改革推進会議） 抜粋

イ デジタル時代を踏まえた高校設置基準等の見直し

＜基本的な考え方＞

大学と同様、高校においても、デジタル技術を活用することによる質の向
上を図ることができるとともに、オンライン教育等の活用により、従来の通
信制教育を一層高めていくことが必要になる。

＜実施事項＞

ａ デジタル技術の進歩と活用により、各高校がより多様な教育を提供するこ

とが可能となったことを踏まえ、全日制・定時制と通信制のそれぞれの長所

を活かしながら、教育現場の独自性が活かされるようにすべきである。この
ような観点から、高等学校設置基準に定める施設・設備要件については、よ
り柔軟な対応が可能となるようにすべきである。全日制・定時制・通信制そ
れぞれの設置基準についても、教育現場における創意工夫が最大限生かされ、
質の高い教育が実現できるよう、柔軟なものに見直していく必要がある。し
たがって、「校舎の面積」、「運動場の面積」、「校舎に備えるべき施設」、「そ
の他の施設（体育館）」について、各要件の根拠を明確にするとともに、今
の時代に即した抜本的な見直しを行う。
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